
（ 1 ） 2016 年（平成 28 年）9 月 25 日（隔月発行）                             第 00050 号 
ｊ 
 
 
 
 

管

理

組

合

は

慎

重

姿

勢

？ 

す

で

に

１

年

近

く

専

門

委

員

会

で

電

気

契

約

見

直

し

を

検

討

し

て

い

る

都

内

団

地

管

理

組

合

の

理

事

長

は

「

今

も

答

え

が

出

な

い

」

と

話

す

。 

同

団

地

で

約

５

０

戸

の

棟

の

場

合

、

共

用

部

分

の

契

約

は

東

京

電

力

の

「

従

量

電

灯

Ｃ

」

と

「

低

圧

電

力

」

で

、

年

間

電

気

代

は

約

１

６

０

万

円

。

契

約

変

更

す

る

と

８

％

安

く

な

る

試

算

表

が

東

京

ガ

ス

か

ら

届

い

て

い

た

が

、

理

事

長

は

「

委

員

会

の

考

え

は

切

り

替

え

る

な

ら

東

京

ガ

ス

。

し

か

し

、

８

％

で

は

不

十

分

と

い

う

意

見

が

あ

り

、

な

か

な

か

総

意

に

は

至

ら

な

い

」

と

話

す

。 

慎

重

な

姿

勢

は

電

通

等

に

よ

る

各

種

意

識

調

査

で

も

明

ら

か

だ

。

契

約

変

更

す

る

場

合

の

１

カ

月

当

た

り

削

減

額

の

目

安

は

１

０

０

０

円

以

上

と

さ

れ

る

。

先

の

約

５

０

戸

の

団

地

の

場

合

、

８

％

の

割

引

は

月

額

戸

当

た

り

換

算

で

２

２

０

円

。

総

意

を

得

る

に

は

イ

ン

パ

ク

ト

が

小

さ

い

よ

う

だ

。 

共

用

部

分

の

電

気

契

約

変

更

提

案

は

管

理

会

社

も

積

極

的

に

取

り

組

ん

で

い

る

。

東

急

コ

ミ

ュ

ニ

テ

ィ

ー

や

野

村

不

動

産

パ

ー

ト

ナ

ー

ズ

は

、

新

電

力

会

社

や

グ

ル

ー

プ

企

業

と

連

携

し

、

８

月

か

ら

管

理

組

合

に

提

案

を

始

め

た

。 

割

引

額

の

目

安

は

最

大

１

０

％

前

後

。
「

管

理

費

等

の

負

担

が

少

し

で

も

軽

く

な

る

提

案

は

喜

ば

れ

る

の

で

。

受

託

管

理

組

合

向

け

サ

ー

ビ

ス

と

し

て

積

極

的

に

展

開

し

て

い

き

た

い

」
（

野

村

不

動

産

パ

ー

ト

ナ

ー

ズ

）

と

話

す

。 

こ

う

し

た

状

況

下

、

削

減

額

の

大

き

さ

の

点

で

「

高

圧

一

括

受

電

の

優

位

性

は

変

わ

ら

な

い

」

と

強

調

す

る

の

は

エ

フ

ビ

ッ

ト

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

ズ

（

本

社

京

都

） 

通

常

、

一

括

受

電

は

管

理

費

等

の

滞

納

額

も 

情

報

開

示

項

目

を

拡

大 

標

準

管

理

委

託

契

約

書

を

改

正

国

土

交

通

省

は

７

月

２

９

日

、

マ

ン

シ

ョ

ン

標

準

管

理

委

託

契

約

書

・

同

コ

メ

ン

ト

の

改

正

を

行

っ

た

。

専

有

部

分

売

却

等

の

際

、

宅

地

建

物

取

引

業

者

等

か

ら

の

求

め

に

応

じ

て

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

会

社

が

開

示

す

る

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

情

報

に

つ

い

て

項

目

を

充

実

さ

せ

て

、

新

設

の

契

約

書

別

表

第

５

に

一

覧

表

記

し

た

。

情

報

開

示

の

事

務

費

用

は

交

付

の

相

手

方

か

ら

受

領

で

き

る

規

定

を

契

約

本

文

で

明

文

化

し

て

い

る

。 
改

正

は

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

業

者

が

管

理

組

合

に

代

わ

り

情

報

開

示

で

き

る

範

囲

を

規

定

し

た

第

１

４

条

（

管

理

規

約

の

提

供

等

）

の

み

。 

開

示

の

相

手

方

を

拡

大

し

、

宅

地

建

物

取

引

業

者

だ

け

で

な

く

、

売

却

予

定

の

管

理

組

合

員

か

ら

情

報

提

供

の

求

め

が

あ

る

場

合

も

、

別

表

第

５

記

載

事

項

に

つ

い

て

書

面

ま

た

は

電

磁

的

方

法

で

開

示

す

る

。 

開

示

情

報

は

売

主

組

合

員

の

滞

納

額

も

含

め

、

個

人

情

報

保

管理組合参謀役 
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電

力

小

売

り

自

由

化

か

ら

４

カ

月

経

過

「

今

も

答

え

出

な

い

」 
４

月

の

電

力

小

売

り

全

面

自

由

化

以

降

、

契

約

切

り

替

え

に

対

す

る

関

心

が

薄

ま

り

、

高

圧

一

括

受

電

事

業

者

は

「

一

括

受

電

の

メ

リ

ッ

ト

が

見

直

さ

れ

る

」

と

期

待

を

示

す

。

管

理

会

社

に

よ

る

共

用

部

分

向

け

電

力

小

売

り

サ

ー

ビ

ス

も

活

発

化

す

る

中

、

管

理

組

合

に

と

っ

て

最

適

な

選

択

肢

と

は

何

だ

ろ

う

か 

電

気

料

金

の

削

減

対

象

が

共

用

部

の

み

。

共

用

部

の

み

の

場

合

、

削

減

率

は

３

０

％

か

ら

４

０

％

と

自

由

化

に

伴

う

低

圧

の

料

金

体

系

内

の

価

格

競

争

よ

り

削

減

幅

は

大

き

い

。 ◇ 

共

用

部

分

の

電

気

契

約

に

お

い

て

、

小

売

り

電

気

事

業

者

変

更

や

料

金

プ

ラ

ン

の

変

更

の

決

議

要

件

は

何

か

。

一

般

社

団

法

人

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

業

協

会

は

、
「

事

業

者

変

更

」

は

総

会

の

普

通

決

議

が

必

要

だ

と

す

る

考

え

を

示

し

て

い

る

。 

管

理

組

合

に

助

言

す

る

際

の

参

考

と

し

て

、

協

会

が

事

務

連

絡

し

た

文

書

に

よ

る

と

、

共

用

部

分

の

小

売

り

電

気

事

業

者

変

更

に

伴

い

電

気

料

金

が

変

わ

り

、

収

支

予

算

に

影

響

し

て

く

る

点

を

指

摘

。 

ま

た

標

準

管

理

規

約

第

４

８

条

１

５

号

で

総

会

の

議

決

事

項

に

「

そ

の

他

管

理

組

合

の

業

務

に

関

す

る

重

要

事

項

」

と

の

規

定

が

あ

る

こ

と

か

ら

、

小

売

り

電

気

事

業

者

変

更

は

総

会

決

議

が

必

要

で

、

特

別

決

議

事

項

に

は

該

当

し

な

い

た

め

決

議

要

件

は

普

通

決

議

、

と

の

考

え

を

示

し

て

い

る

。

小

売

り

電

気

事

業

者

は

変

更

せ

ず

有

利

な

料

金

プ

ラ

ン

に

変

更

す

る

場

合

は

、

規

約

第

５

４

条

の

理

事

会

決

議

事

項

の

「

総

会

か

ら

付

託

さ

れ

た

事

項

」

を

活

用

し

、

あ

ら

か

じ

め

総

会

で

「

料

金

プ

ラ

ン

で

従

前

よ

り

有

益

な

提

案

が

な

さ

れ

た

場

合

、

そ

の

決

定

は

理

事

会

に

付

託

す

る

」

と

い

う

形

で

決

議

し

て

お

く

と

、

有

利

な

プ

ラ

ン

が

変

更

を

理

事

会

で

決

議

で

き

る

、

と

し

て

い

る

。

(

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

新

聞1014

号) 

国交省 

護

法

に

照

ら

し

特

段

の

配

慮

が

必

要

な

情

報

で

は

な

い

と

コ

メ

ン

ト

で

注

釈

し

て

い

る

。 

◇ 

管

理

委

託

契

約

変

更

の

際

、

第

１

４

条

の

み

の

変

更

は

「

軽

微

変

更

」

に

該

当

し

、

同

一

条

件

の

契

約

更

新

と

同

じ

扱

い

と

な

る

が

、

「

管

理

組

合

と

十

分

な

調

整

を

行

う

こ

と

が

必

要

」

と

も

指

摘

。

重

大

事

故

・

事

件

の

対

象

は

共

用

部

分

だ

け

で

な

く

、

敷

地

も

明

示

し

た

。(

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

新

聞1013

号) 
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損

害

保

険 

大

手

各

社

の

動

向

は 

保

険

料

の

ピ

ー

ク 

築

 
３０

年 

三

井

住

友

は

築

年

に

よ

る

引

き

受

け

制

限

を

設

け

ず 

こ

こ

数

年

来

、

築

年

数

別

保

険

料

体

系

の

導

入

、

築

年

数

に

よ

る

保

険

料

・

免

責

金

額

の

引

き

上

げ

、

一

定

年

数

以

上

の

新

規

引

き

受

け

拒

否

な

ど

、

経

年

マ

ン

シ

ョ

ン

に

と

っ

て

荒

波

の

よ

う

な

大

手

各

社

の

改

定

が

続

い

た

。

今

年

４

月

、

東

京

海

上

日

動

の

保

険

料

改

定

を

最

後

に

、

代

理

店

間

で

は

「

年

内

ま

で

に

大

手

各

社

の

大

き

な

改

定

の

動

き

は

な

い

」

と

見

て

お

り

、

し

ば

し

「

小

康

状

態

」

と

さ

れ

る

。 

今

回

も

総

合

代

理

店

セ

ゾ

ン

保

険

サ

ー

ビ

ス

の

協

力

を

得

て

、

損

保

５

社

の

保

険

料

比

較

表

を

作

成

し

た

。

今

や

築

年

数

を

ベ

ー

ス

に

保

険

料

等

が

細

か

く

異

な

る

た

め

「

ざ

っ

く

り

と

し

た

保

険

料

の

格

差

程

度

と

見

て

ほ

し

い

」

（

岩

崎

正

裕

営

業

部

マ

ネ

ジ

ャ

ー

）

と

指

摘

す

る

。 

東

海

は

築

１

０

年

以

上

に

対

す

る

過

去

一

年

の

無

事

故

割

引

が

あ

り

、

日

新

は

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

士

に

よ

る

管

理

実

態

の

診

断

の

結

果

に

応

じ

て

保

険

料

が

変

わ

る

。

損

ジ

ャ

は

築

２

５

年

以

上

は

リ

ス

ク

チ

ェ

ッ

ク

シ

ー

ト

に

基

づ

く

引

き

受

け

条

件

が

厳

し

く

単

純

な

比

較

が

難

し

い

。

三

井

は

保

険

料

が

高

め

だ

が

、

築

年

数

に

よ

る

引

き

受

け

制

限

を

設

け

て

い

な

い

。

免

責

金

額

は

個

人

賠

等

で

一

定

の

築

年

数

以

上

で

は

金

額

で

各

社

異

な

る

場

合

が

あ

る 補

償

内

容

で

「

確

認

し

て

お

き

た

い

の

は

水

濡

れ

原

因

調

査

費

用

」

（

岩

崎

マ

ネ

ジ

ャ

ー

）

だ

。

マ

ン

シ

ョ

ン

で

最

も

事

故

が

多

い

と

さ

れ

る

水

濡

れ

に

対

し

、

原

因

の

調

査

費

用

を

補

償

す

る

も

の

で

、

東

海

・

日

新

・

損

ジ

ャ

は

一

年

に

つ

き

１

０

０

万

円

程

度

だ

が

、

三

井

は

１

事

故

に

つ

き

１

０

０

万

円

程

度

で

年

間

制

限

な

し

。

あ

い

お

い

は

１

年

に

つ

き

５

０

・

１

０

０

・

３

０

０

万

円

を

選

択

で

き

る

。 

◇ 

比

較

表

の

よ

う

に

保

険

料

の

ピ

ー

ク

は

築

３

０

年

。

築

３

０

年

以

降

は

一

定

だ

。

現

在

、

保

険

の

主

流

は

期

間

５

年

の

長

期

契

約

と

さ

れ

る

が

、

契

約

始

期

の

タ

イ

ミ

ン

グ

が

築

２

４

と

２

５

年

で

は

保

険

料

総

額

に

大

き

な

違

い

が

出

る

。

グ

ッ

ド

保

険

サ

ー

ビ

ス

の

伊

藤

昌

弘

専

務

取

締

役

は

「

満

期

前

で

も

保

険

会

社

変

更

は

可

能

な

の

で

、

早

め

に

複

数

の

保

険

会

社

を

比

較

し

、

有

力

な

選

択

肢

を

見

つ

け

て

お

き

た

い

」

と

話

す

。

築

２

５

年

を

境

に

新

規

契

約

の

引

き

受

け

条

件

が

厳

し

く

な

る

会

社

も

あ

る

た

め

、

検

討

は

早

め

に

し

た

い

。

(

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

新

聞

1014

号) 

４

区

分

に

細

分

化 

「

半

損

」

を

分

割 

地震保険・損害区分 

来

年

１

月

１

日

、

損

害

保

険

各

社

の

地

震

保

険

が

改

定

さ

れ

る

。

損

害

区

分

は

「

全

損

・

半

損

・

一

部

損

」

の

３

区

分

か

ら

「

半

損

」

が

分

割

さ

れ

、「

全

損

・

大

半

損

・

小

半

損

・

一

部

損

」

の

４

区

分

へ

細

分

化

。

一

部

損

と

半

損

で

保

険

金

支

払

金

額

が

１

０

倍

異

な

る

と

い

う

格

差

問

題

に

対

し

、

支

払

い

割

合

を

５

％

・

３

０

％

・

６

０

％

・

１

０

０

％

と

緩

や

か

に

し

、

解

決

を

図

る

。 

保

険

料

の

改

定

は

、

１

月

１

日

以

降

に

始

ま

る

契

約

分

が

対

象

で

、

鉄

筋

コ

ン

ク

リ

ー

ト

造

の

「

イ

構

造

」

の

場

合

保

険

金

額

１

０

０

０

万

円

当

た

り

、

年

間

の

保

険

料

が

東

京

都

・

神

奈

川

県

・

千

葉

県

は

２

３

０

０

円

（

１

１

・

４

％

）

引

き

上

が

る

。 

地

震

保

険

付

帯

率

は

一

般

社

団

法

人

日

本

損

害

保

険

協

会

に

よ

る

と

、

直

近

の

２

０

１

４

年

度

が

４

割

弱

。

１

２

年

度

は

３

６

・

１

％

で

増

加

傾

向

は

微

増

。

(

マ

ン

シ

ョ

ン

管

理

新

聞1014

号) 

来

年

１

月

か

ら

（単位・円、期間5年）

SONPOホールディン
グスグループ

東京海上日動火災 日新火災 三井住友海上火災 あいおいニッセイ同和
損保 損保ジャパン日本興亜

保険名 新マンションン総合保険 マンションドクター火
災保険

ＧＫ 住まいの保険
マンション管理組合用

家庭総合保険
マンション管理組合用

プラン
マンション総合保険

新築 827,950 900,650～936,100 1,298,470 905,310 955,580
築5年 1,237,680 900,650～1,145,780 1,566,060 1,263,430 1,133,180
〃10年 16,46,790（1,482,190） 1,033,370～1491,860 1,946,230 1,790,410 1,628,730
〃15年 2,237,900（2,015,510） 1,032,340～1,904,880 2,538,720 2,525,960 2,525,610
〃20年 3,104,240（2,794,610） 1,091,140～3,024,130 3,469,850 3,404,730 3,028,790
〃25年 3,829,720（3,446,260） 1,091,140～4,056,780 4,929,390 3,775,830 試算困難
〃30年 4,579,560（4,121,170） 1,084,640～5,040,420 6,536,310 4,221,640 試算困難
〃35年 4,579,560（4,121,170） 1,084,640～5,040,420 6,536,310 4,221,640 試算困難

（東京海上日動の（　）内金額は無事故割引適用。作成協力・セゾン保険サービス。2016年8月19日現在

築年数別マンション保険料　モデルケース

条件＝東京都、70戸、延べ床5000㎡、保険期間5年、掛け捨て型。建物評価7億円、保険金額4億2000万円（付保割合60%）。

施設賠償責任特約保険金額5億円、貴人賠償責任特約保険金額1億円。水災不担保、電気的機械的事故不担保、災害緊急費用

特約なし

東京海上グループ ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループ


